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地域社会雇用創造事業大学関係者向け研究会
一今、大学のキャリア教育に新しい方向性が模索されている-
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2012年2月20日に、以下のような長いタイトルを付けた研究会が、品川駅近くのビルAP品川
9階会議室で開催された。「大学関係者向け研究会(2011年度第2「L]1)-社会と連携した'jf職的な
教育カリキュラムを通じた人材育成に地域で携わる、全国15地域の大学関係者の方々とコーディ
ネート機関による意見交換と挙例共41'会-」であるO主催者は、内閣府地域社会雇用創造*菜ソー
シャルビジネスエコシステム刑川プロジェクト(運営本邦事務Mは、NPO法人Erne.〔エティッ
ク〕)。
地域社会雇用創造事業とは、70位IIjの予算規模で、「NPO社会起業家等の社会起業に資金…人
材融などの総合的支援を行い、地域社会における事業と雇用を加速的に創造NPO等の民間事業
者、地方自治体などに委託」するもので、12団体のアイディアが採択されて活動している。今回
の研究会はその一環で行われたもので、IlltJ-1席者は、内閣軒連携大学の札幌学院大学、小樽商科入学、
北海学園大学、東北芸術工科大学、新潟経営大学、新潟青陵大学、金沢大学、法政大学、Yliキ屋市
立大学、中京大学、愛知東邦大学、愛知学泉大学、大坂商業大学、阪南大学、太成学院大学、岐阜
大学、名古屋大学、高知二1二科人学、鹿児島大学、鹿児島国際大学、志学館大学、琉球大学、沖縄大
-/-の23大学。内閣府連携大学以外の大学からは、筆者柑・I柵ti大,L芦)もその一人であるが、一橋
し∴'U-ILL∴.i:ukL十.H湖^蝣Vi一上Itlk-'J--vllと帆=-今日):し-JJ-"ill、ttfoさji'ji-tfi
町人が帝ち、地域が育ち、什叫が'V.まれる。そして希望がわく末束へJによれば、北海道エT)ア、
枇杷エリア、関東エリア、北イi吉越エリア、東海エリア、関西エリア、tppq[可エリア、九州エリア、
沖縄エリアで、27のプロジェクトが活動しているCたとえば、北海道エリアのNPO法人のビオネ
イロは、「北海道から地域×若者の挑戦を発信。長期実践判インターンシップにて持縦的なコミュ
ニティづくりを支援」G東海エリアのNPO法人G-netの「岐早入学等と協倒しでのキャリア教ff
講榛の開発」、関丙エリアの株式会社ILl憾社の「大学と地域の連携教育、中小企業等への経営支援
を通して、若者と地域が共進化するn:会を目指す企業」。また、'-M三郎門での秀逸なプロジェクト
は、合資会社Neethがコーディネートするもので、小樽商科夫ノI':、札幌学院大学、束M既発大学
等5大学と連携して北海道内令】二でソーシャルビジネスインターンシップを推進しているo
要するに、大学におけるキャリア教育の推進(特にインターンシップ)には、これまでのような
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単なるアウトソーシング、 「九投げ」ではなく、あるいは(大学の規模にもよるが)大学単独の自
前キヤl)ア教育のみでは、複雑な経済社会の変化には対応できないO大学が民間団体(NPO法人、
株式会社等)をコーディネータとして有効に使いこなす新しい仕組み(理念は協働関係)が作られ
つつあるということであるo　今回の研究会に出席して、大学においてキャリア教育の有益な果実を
確実に得るためには、学校教育の中だけでは質量ともに限界があり、穣極的に学外の団体をコー
ディネータとして使うことで大学のキャリア教育が新しい段階に入っていける可能性を私は強く実
怯させMijj
